
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成17年12月21日 

【中間会計期間】 第18期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 株式会社 イーウェーヴ 

【英訳名】 Ｅ－ＷＡＶＥ ＣＯ.,ＬＴＤ. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  滝 澤 正 盛 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区安土町１丁目８番15号 

【電話番号】 06-4705-3901(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  清 水 陽 子 

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区安土町１丁目８番15号 

【電話番号】 06-4705-3901(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  清 水 陽 子 

【縦覧に供する場所】 株式会社 大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 

    



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第17期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― 2,460,110 ― 4,125,514

経常利益 (千円) ― ― 105,516 ― 196,312

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 69,695 ― 109,880

純資産額 (千円) ― ― 1,244,348 ― 1,219,028

総資産額 (千円) ― ― 2,513,765 ― 2,401,164

１株当たり純資産額 (円) ― ― 58,006.18 ― 56,532.02

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 3,253.46 ― 4,950.93

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 3,233.81 ― 4,901.15

自己資本比率 (％) ― ― 49.5 ― 50.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 170,517 ― 118,728

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △103,508 ― △220,787

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 99,348 ― △37,552

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 699,196 ― 532,839

従業員数 (名) ― ― 376 ― 363



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第16期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株引受権付社債発行に伴う新株引受権残高があり、

また、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しておりますが、当社株式は、非上場であり、かつ店頭登録

もしていなかったため、行使価格と比較する期中平均株価が把握できないことにより記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４ 第16期は平成15年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割(無償交付)を実施いたしました。 

５ 平成16年２月19日付で有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)による増資(発行額１億80百万円、発行株式数

700株)を実施いたしました。 

６ 第16期の１株当たり配当額には、株式上場に伴う記念配当1,000円を含んでおります。 

７ 第17期中は平成16年５月20日付で１株につき３株の割合で株式分割(無償交付)を実施いたしました。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,719,976 1,932,763 2,094,979 3,933,983 4,125,514

経常利益 (千円) 67,933 92,924 107,125 214,228 197,745

中間(当期)純利益 (千円) 33,468 53,759 49,094 115,080 111,313

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) 5,740 5,847 ― 11,005 ―

資本金 (千円) 122,000 457,737 458,737 215,425 457,737

発行済株式総数 (株) 1,830 21,922 21,952 6,360 21,922

純資産額 (千円) 441,633 1,243,287 1,221,214 754,683 1,220,462

総資産額 (千円) 1,789,221 2,421,616 2,343,837 2,145,146 2,236,479

１株当たり純資産額 (円) 241,329.99 56,714.14 56,927.77 117,088.62 56,598.92

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 18,289.00 2,763.87 2,291.79 23,903.74 5,020.58

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 2,717.62 2,277.95 23,186.41 4,970.10

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) ― ― ― 6,000 2,000

自己資本比率 (％) 24.7 51.3 52.1 35.2 54.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △138,748 147,412 ― △32,421 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 242 △47,825 ― △8,140 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 261,620 284,909 ― 399,394 ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 436,732 1,056,947 ― 672,451 ―

従業員数 (名) 332 322 344 317 331



８ 平成16年９月８日付で有償一般募集による増資(発行額４億61百万円、発行株式数2,500株)を実施いたしました。 

９ 第17期より連結財務諸表を作成しているため、それ以後の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシ

ュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高については記載しておりま

せん。 

10 第17期より連結財務諸表を作成しているため、それ以後の持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。 

  

２ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社(以下「当社グループ」という。)は、当社、連結子会社１社(トータルシステムソリューシ

ョン株式会社)で構成されております。 

当社グループは、システム開発およびシステム機器販売を主な事業の内容としております。 

  

  

(1) システム開発 

① ＥＲＰソリューション(注１、注２) 

当社グループは、顧客企業の基幹システム構築において、いくつかのＥＲＰパッケージを用いて、その導入に

至るフィットギャップ分析(注３)、企画からインプリメンテーション(注４)、アドオン(注５)の開発ならびにシ

ステムテスト、運用、保守サービスにいたるすべての工程においてサービスを提供しております。 

当社グループは、大企業向けにＳＡＰ社製Ｒ/３(注６)ならびにＮＴＴデータ社製ＳＣＡＷ(注７)、中堅企業向

けにＳＡＰ社製Business One(注８)をＥＲＰパッケージとして採用しております。 

また、ＥＲＰソリューションを推進するために、専任組織ならびに専任コンサルタント、システムエンジニア

を配するとともに、当社の自社内の新基幹システムとしてＮＴＴデータ社製のＳＣＡＷを採用いたしました。 

当社グループでの当ソリューションのコンセプトは、「顧客企業の基幹システムを部分最適から全体最適へ、

部門システムから経営者のシステムへ」、また「システムを構築することからシステムを利用し顧客の経営生産

性を向上させること」であり、単なるシステム構築という概念によらず、顧客企業に利益を提供することにフォ

ーカスすることであります。 

  

② Ｗeｂソリューション(注９) 

様々な業種、業務の顧客企業に対して、インターネット技術を駆使し、オブジェクト指向(注10)技術による高

い生産性、品質、メンテナンスビリティのあるシステム構築を提供しております。当社が提供するシステムは、

企業の基幹システムからコンシューマーが使用するインターネットアプリケーションまでと広範囲にわたってお

ります。現在もこれらＥＪＢ(注11)を組み合わせてシステム構築に再利用をしておりますが、今後は共通フレー

ムワーク等も含めて更なる生産性の向上を図ってまいる方針であります。 

当社グループにおきましては、これらをさらに推進するため、専任組織の編成、技術ノウハウの集積等に努め

てまいります。 

  

③ ＣＲＭソリューション(注12) 

事業部門 内容

システム開発 

ＥＲＰソリューション 
Ｗｅｂソリューション 
ＣＲＭソリューション 
アウトソーシングソリューション 
その他のソリューション 

システム機器販売   



当社グループは、顧客に対して顧客指向性の最適化を目的とするリコメンドエンジンの構築をオブジェクト指

向技術を用いて、システム企画、プログラムの開発、運用および保守等すべてのシステムライフサイクルにわた

って提供しております。また、当中間連結会計期間は当該ノウハウを集約し、Ｗｅｂサイトのコンテンツ・リコ

メデーション機能に特化した商品であるRichContext(注13)を開発し、提供開始いたしまた。RichContext はＡＳ

Ｐ(注14)事業として拡販していてまいります。 

基幹システムの導入を終えている企業では、今後いかに売上・利益を増加させるか等付加価値の高いシステム

の導入が求められております。当社は、そのような顧客ニーズを的確に捉え、当該ソリューションを提供してま

いります。 

  

④ アウトソーシングソリューション 

当社グループが受託開発を手がけた顧客企業を対象に、ホストシステム、Ｃ／Ｓシステム(注15)、Ｗｅｂシス

テム等をお預かりし、当社で保守・運用管理を受託しております。今期６月には長野県松本市にデータセンターを

開設し、アウトソーシングおよびハウジング(注16)のサービスを開始いたしました。顧客企業の基幹システムをお

預かりすることで、顧客の現状やニーズをいち早く掴み、システムのリニューアル時の迅速な対応も可能となるな

ど、顧客の囲い込みも狙いの一つであります。連結子会社のトータルシステムソリューション株式会社が顧客企業

内で実施しているシステムの保守・運用もこのソリューションに含んでおります。 

  

⑤ その他のソリューション 

顧客企業のネットワーク構築をプロデュースするネットワークソリューション、携帯電話向けアプリケーショ

ンの開発を主とするＭＢＳソリューション(注17)や、これらに該当しないコンサルテーション、開発、運用・管

理までの一貫したシステム開発サービスの受託およびソフトウェアの設計、開発並びに保守の受託を行なってお

ります。 

当社グループにおいては、顧客へ提供する技術傾向に関わりなく、現在その顧客にとって最適と考える技術で

業種別のソリューションを提供しております。 

  

(2) システム機器販売 

システム開発やコンサルティングサービスの一環として、ネットワーク関連機器、中・小型汎用コンピュータ

からワークステーション、パーソナルコンピュータおよび周辺装置等、システム機器ならびにこれに付随するソ

フトウェアプロダクツを顧客企業に対して販売しております。 

また、システム機器販売を今後さらに拡大し、顧客企業の要望にお応えしていくため、日本アイ・ビー・エム

株式会社の代理店であったトータルシステムソリューション株式会社の全株式を取得し、完全子会社化いたしま

した。 

  

当社に関する事業の系統図は次のとおりです。 

  

＜事業系統図＞ 

  



 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (用語説明) 
(注) １ ＥＲＰ 

Enterprise Resource Planning(経営資源利用計画)の略。企業内の全てのリソースを総合的に統括する情報システム論であり、財務会計・人事等

の管理業務、在庫管理等の生産業務、物流等の販売業務などの蓄積された情報を統一的にすばやく管理し、企業活動の効率を最大限に高めるため

のシステムとソフトウェア。 
２ ソリューション 

情報技術をベースとして、新しいビジネスモデルやシステム構築コンセプトなどを包括的に提供すること。 
３ フィットギャップ分析 

顧客の業務の進め方やシステム化の要望と、導入するパッケージ・ソフトウェアがどれだけフィット(適合＝fit)しているか、どれだけギャップ

(差異＝gap)があるかをインタビューなどで明らかにしていく手法。 
４ インプリメンテーション 

ハードウェアやソフトウェアに新しい機能や仕様、部品などを組み込むこと。また、実際にその機能を組み込む際の手法も意味する。日本語でい

うと「実装」。 
５ アドオン 

アプリケーション機能を拡張すること。 
６ Ｒ/３は、SAP AGの登録商標または商標です。 
７ ＳＣＡＷは、株式会社ＮＴＴデータの登録商標または商標です。 
８ Business Oneは、SAP AGの登録商標または商標です。 
９ Ｗｅｂ(World Wide Web) 

インターネットで情報を共有するためのシステムのひとつ。単にＷｅｂとも呼ばれる。ＷＷＷ(ワールドワイドウェブ)は、インターネット上でさ



まざまな情報を発信するためのしくみのことであり、文字だけではなく写真や音やビデオなども発信することができる技術。

10 オブジェクト指向 
ソフトウェア開発の考え方のひとつ。プログラムコードとそれに付随するデータをひとまとまりの単位として管理し、プログラムの論理的な構造

化を図る技法。 
操作手順よりも操作対象に重点を置く考え方であり、ソフトウェアの設計はデータ定義と処理内容を１つのオブジェクトとして収め、ソフトウェ

アがそのオブジェクトに処理命令メッセージを送る形で作られる。ソフトウェアの構造がわかりやすくなり、共同作業やプログラムの再利用が容

易なため大規模なソフトウェア開発では主流の考え方となっている。 
11 ＥＪＢ 

Enterprise Java Beansの略。Ｊａｖａ言語でプログラム部品を作成し、それらをつなぎ合わせてアプリケーションソフトを構築するためのJava 

Beans仕様に、ネットワーク分散型ビジネスアプリケーションのサーバ側の処理に必要な機能を追加したもの。Ｊａｖａをビジネスアプリケーシ

ョンで活用する際にサーバ側に必要な機能をまとめたEnterprise Java仕様の一部で、Ｗｅｂサーバなどに実装されている。なお、Ｊａｖａと

は、米国サンマイクロシステム社が開発したオブジェクト指向のプログラミング言語であり。最大の特徴としては、プラットフォームに依存しな

い動作が保証されるという点にあり、ハードウェアやＯＳの違いを意識せずに動作させることができる。 
12 ＣＲＭ 

Customer Relationship Management(統合顧客情報管理システム)の略。企業が顧客に対する価値提供のプロセスを全社的に再構築して、常に個々

の顧客に最適化した対応と製品・サービスを効率よく提供するためのコンセプト。 
技術の進歩に伴って企業と顧客との接点は多様化してきており、企業内における円滑な情報還流や知識集約化をすすめるうえで、企業内情報管理

の一元化のためのＣＲＭシステムが必要とされる。 
13 RichContextは、当社(株式会社イーウェーヴ)の登録商標です。 
14 ＡＳＰ 

ビジネス用のアプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレンタルする事業者のこと。また、その仕組み自体を指す場合もある。 
15 Ｃ／Ｓシステム 

分散型コンピュータシステムの一つ。プリンタ、モデムなどのハードウェア資源や、アプリケーションソフト、データベースなどの情報資源を集

中管理する「サーバ」と呼ばれるコンピュータと、サーバの管理する資源を利用するコンピュータ(クライアントと呼ばれる)が接続されたコンピ

ュータネットワーク。 
16 ハウジング 

顧客の通信機器や情報発信用のコンピュータ(サーバ)を、自社の回線設備の整った施設に設置するサービス。「コロケーション(collocation)」

サービスとも言う。通信事業者やインターネットサービスプロバイダが行なっているサービスで、高速な回線や耐震設備、安定した電源設備など

を安価に提供することができる。業者によっては、機器の保守や監視を請け負うところもある。似たようなサービスに「レンタルサーバ」がある

が、これは、事業者が自社設備内に用意したコンピュータを借りて、複数の顧客で共有するサービスである。ハウジングサービスでは、サーバな

どの機器はすべて顧客が用意したものを使い、事業者は場所と回線、電源などを提供する。 
17 ＭＢＳ 

Mobile Business Systemsの略。携帯電話、ＰＤＡに代表されるユビキタス化を実現するための技術のこと。 

  

  



３ 【関係会社の状況】 

持分法適用会社であった株式会社スターツアーズジャパンは、平成17年７月に株式を譲渡した結果、関連会社に該

当しなくなりました。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

区分 従業員数(名)

提出会社 344 

国内子会社 32 

合計 376 

従業員数(名) 344 



第２ 【事業の状況】 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、１〔業績等の概要〕及び２〔生産、受注及び販売の

状況〕については、前年同期との比較分析を行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、IT関連分野の生産・在庫調整がほぼ終了したことをきっかけとした景気の「踊り

場」を脱却し、回復を続けてまいりました。一方、情報サービス産業におきましては、景気復調を背景に需要の回復感は出始め

ているものの、情報システムに対する顧客ニーズの高度化により、回復基調を実感するには、時間を要するものと考えておりま

す。 

そのような環境の中、当社グループにおきましては新技術のソリューションの拡大に努めてまいりました。また、６月には長野

県松本市の「新松本臨空産業団地」内に土地・建物を取得し、「イーウェーヴ・データセンター(ewDC)」を設立いたしました。こ

の施設の開設に伴い、松本事業所も同センター内に移転し、システム開発事業に加えて顧客の社内システムを管理する「アウ

トソーシング事業」も推進してまいります。 

その結果、売上高は2,460,110千円、営業利益は104,958千円、経常利益は105,516千円となりました。一方、持分法適用会

社であった株式会社スター・ツアーズ・ジャパンの株式売却益等で特別利益は43,196千円となりましたが、社員寮の売却等に

よる固定資産除売却損の特別損失計上により税金等調整前中間純利益は105,582千円、中間純利益は69,695千円となりまし

た。 

  

各事業区分別の概況は次のとおりであります。 

１) システム開発 

 ① ＥＲＰソリューション 

前期から注力している中小企業向けＥＲＰ製品Business One(※1)を、関西市場を中心に拡販に取組みましたが、現時

点では大きな成果を得るには至っておりません。今後は東京体制を強化し、東京市場の動向を探りつつアプローチを図

ってまいります。そのためにSAP Japanとのアライアンスの強化や、コンサル認定資格の推進などを推進しています。 

(注）Business One は、SAP AGの商標または登録商標です。 

  

② Ｗｅｂソリューション 

当中間連結会計期間もWebシステムの受注・開発を積極的に実施いたしました。東京・大阪共に中規模以上の案件

に恵まれ、特に大阪では利益率の高いプロジェクトが検収を終了した結果、利益に大きく貢献いたしました。さらに大阪

では連結子会社であるトータルシステムソリューション株式会社の顧客開拓も徐々に進み、下期にかけて期待できる案

件も出てまいりました。 

下期につきましても、10月の株式会社トータルインフォメーションエージェンシイに係る営業の一部譲受による新規顧

客の開拓等、より積極的に開発案件を獲得すべく注力してまいります。 

  

  

③ ＣＲＭソリューション 

７月に「RichContext」の提供を開始、９月には新機能の追加を実施し、東京を中心に営業活動も本格的に

進めてまいりました。また当該システムを使った新たなビジネスモデルを模索し、提携先を検討してまいりま

す。 



  

④ アウトソーシングソリューション 

連結子会社であるトータルシステムソリューション株式会社のアウトソーシング事業が新たに加わり、売上に寄与いたし

ました。６月には長野県松本市にイーウェーヴ・データセンター(ewDC)を開設し、ハウジング事業と合わせたアウトソーシ

ング事業も本格的に開始いたしました。すでに新たなエンドユーザとの契約も締結するなど、順調な立ち上がりを見せて

おります。 

  

⑤ その他のソリューション 

エンドユーザ向けにＩＰ－ＶＰＮ、ＶｏＩＰを中核としてネットワーク構築をプロデュースするネットワークソリューション、携

帯電話向けアプリケーションの開発を中心に受注・開発を展開するＭＢＳソリューションにつきましても、堅調に推移いた

しました。 

  

２) システム機器販売 

連結子会社のトータルシステムソリューション株式会社が主とする機器販売につきましては、ＰＣを中心とするハード販売

の価格競争が激しく、利益面で苦戦を強いられました。仕入先の見直しや、ハード単品での販売からシステム開発と合わせ

た販売形態へのシフトなど、売上よりも利益重視の方針で進めてまいります。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ166,356千円増加し、699,196千

円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益は105,582千円の計上に加え、売上債権の減少等により営業活動によるキャッシュ・フローは、

170,517千円の増加となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

松本事業所の移転及びデータセンターの設立に伴う有形固定資産の取得、新規事業用等のシステム開発による無形固

定資産の取得等により、投資活動によるキャッシュ・フローは103,508千円の減少となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

配当金の支払い等があったものの短期借入金の増加等により、財務活動によるキャッシュ・フローは99,348千円の増加とな

りました。 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

事業部門 生産高(千円)

システム開発 2,379,747



当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 仕入高(千円)

システム機器販売 124,876

事業部門 受注高(千円) 受注残高(千円)

システム開発 2,588,282 1,884,411

事業部門 販売高(千円)

システム開発 2,302,518

システム機器販売 157,591

合計 2,460,110



３ 【対処すべき課題】 

現在、当社グループが直面する経営課題として引き続き以下の３点をあげ、今後の業績のさらなる向上を目指しております。 

① 売上（ビジネスボリューム）の拡大 

前連結会計年度末のトータルシステムソリューション株式会社の連結子会社化に続き、横浜に本社を置く株式会社トータル

インフォメーションエージェンシイに係る営業の一部譲受契約を締結いたしました。このように首都圏を中心に顧客開拓ならび

に開発・営業要員の獲得をさらに進めることで、機会損失を無くしてまいります。 

Ｍ＆Ａや他企業とのアライアンスについては最重要課題と位置付け、今後も積極的に進めてまいります。 

② 収益性の向上 

ＥＪＢや開発ノウハウの再利用、一括受注案件の獲得に努めることで、収益の向上を図ってまいります。また、当社が進める

新技術のソリューションやアウトソーシングに特化することにより、プロジェクトごとの利益率の向上に努めてまいります。一方、

開発工程におけるプロジェクト管理についても厳格化し、採算悪化や赤字案件を無くす体制を構築してまいります。 

③ ブランドの構築 

当社グループは上場前からブランドの構築を目標に掲げてまいりました。今後もその施策として「ＩＲの充実」に努めてまいり

ます。また、「技術のイーウェーヴ」として認知されるよう、今後も新たな技術での事業展開を進めてまいります。 

  

これらの課題をクリアするためにも、顧客密着型の展開をより進めることで、「トータルソリューションプロバイダ」を目指してま

いります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社トータルインフォメーションエージェンシイからの営業譲渡 

当社は、平成17年９月16日開催の取締役会において、株式会社トータルインフォメーションエージェンシイの営業の一部

を譲り受けることを決議し、平成17年９月20日に営業譲渡契約書を締結しました。 

  

詳細は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 (２．財務諸表等 (1) 財務諸表)

注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおりであります。 



５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動は、前連結会計年度に引き続き社長室技術企画を中心としてシステム開

発部門にて実施しております。研究開発活動の内容は下記のとおりであります。 

  

(1) システム構築の部品化としてのＥＪＢの蓄積 

これからのシステム開発は、すべて手作業で組み上げるのではなく、その品質の向上、開発期間の短縮、コスト

の低減等の理由から、プログラムをモジュール化して再利用する方法が進んでくるものと予想されます。当社グル

ープは前事業年度に引き続き、オブジェクト指向技術を採用したＪａｖａの部品化であるＥＪＢを採用して独自で

モジュールの蓄積を研究し、実施しております。 

  

(2) 高機能リコンメンドエンジンの開発（「RichContext」の開発） 

インターネットアプリケーション、Ｗｅｂシステムの普及にともなう高付加価値システムのニーズが高まる中、

当社グループは高機能リコメンドエンジンの開発に着手し、Ｗｅｂページを動的に生成するコンテンツ・リコメン

ド・ソリューションの提供を計画しています。 

このコンテンツ・リコメンド・ソリューションは、電子商店などでサイトにアクセスするユーザー（顧客）の好

みを分析し、ユーザーごとに興味のありそうな情報を選択して表示するリコメンデーションを可能にするソリュー

ションです。 

今後も受注状況を見ながら、さらに開発を進める計画です。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、２ 【設備の新設、除去等の計画】に記載している事項を除き、主要な設備に重要

な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。 

  

(2) 重要な設備の除去等 

前連結会計年度末に計画していた売却等のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

  

会社名 事業所名 

(所在地) 

事業部門 設備の内容 投資額 

(千円) 

完了年月 

提出 

会社 

松本事業所 

(長野県松本市) 

システム開発 

システム機器販売 

事業所及びデータセンター 56,677 平成17年７月 

事業用土地 34,200 平成17年６月 

会社名 事業所名 

(所在地) 

事業部門 設備の内容 帳簿価額 

(千円) 

売却等の 

実施年月 

提出 

会社 

社員寮 

(東京都大田区) 
― 

建物 3,632 平成17年４月 

土地 61,318 平成17年４月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行された株式

数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 商法等改正整備法第19条第１項の規定により新株予約権とみなされる旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく

新株引受権の状況 

(平成13年３月２日 臨時株主総会 特別決議) 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 86,000

計 86,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 21,952 21,952

大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット－「ヘラ
クレス」 

― 

計 21,952 21,952 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 108株 108株

新株予約権の行使時の払込金額 66,667円 66,667円

新株予約権の行使期間 
平成15年４月１日～
平成18年３月31日 

平成15年４月１日～
平成18年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 66,667円
資本組入額 33,334円

発行価格 66,667円
資本組入額 33,334円

新株予約権の行使の条件 (注２) (注２) 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入、相続その他の処
分は認めない。 

譲渡、質入、相続その他の処
分は認めない。 



(注) １ 新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格(以下「行使価額」という。)については、付与日以降、当

社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(商法等改正整備法第19条第１項または第２項の規定が適用される転

換社債及び新株引受権を含む新株予約権の権利行使の場合を除く。)するときは、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 新株引受権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1) 権利行使期間中に、付与の対象者がその職を辞しまたは死亡したときは、新株引受権は消滅するものとする。 

(2) 上記以外の条件については、当社と付与対象者との間で締結された新株引受権付与契約によるものとする。 

３ 新株引受権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者

の新株引受権の数を減じております。 

４ 平成17年４月１日～平成17年９月30日の間に、新株予約権の目的となる株式の数30株が権利行使されています。 

  

② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況 

(平成16年６月29日定時株主総会決議) 

  

（注) １ なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数を切り上げる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

 ２ 新株予約権の条件は、以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社の取締役、執行役員も

しくは従業員であることを要する。 

(2) その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する。 

  

調整後 
発行価額 

＝ 
調整前 
発行価額 

× 

既発行
株式数 

＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額 

分割・新規発行前の１株当たりの株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 401 401 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 401株 401株

新株予約権の行使時の払込金額 182,700円 (注１) 182,700円 (注１)

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成20年６月30日 

平成18年７月１日～
平成20年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 182,700円
資本組入額 91,350円

発行価格 182,700円
資本組入額 91,350円

新株予約権の行使の条件 (注２) (注２) 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 (注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 当社は、自己株式500株（2.27％）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 
 (注) 

30 21,952 1,000 458,737 999 442,707

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

滝澤 正盛 長野県松本市大字稲倉130-1 3,661 16.67

㈲フライト 長野県松本市大字稲倉130-1 1,740 7.92

松田 守弘 大阪市淀川区塚本2-13-10-902 1,641 7.47

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜2-4-6 1,405 6.40

㈱名鉄システム開発 長野県松本市鎌田2-8-10 900 4.09

イーウェーヴ社員持株会 
大阪市中央区安土町1-8-15
 野村不動産大阪ビル４Ｆ 

876 3.99

佐藤 育子 兵庫県西宮市戸崎町2-4 300 1.36

豊島 芳秀 大阪市東淀川区東中島5丁目11-1 288 1.31

森田 昇 
東京都台東区入谷2丁目36-3
グランベル上野の杜701 

266 1.21

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町2丁目六番四号 215 0.97

計 ― 11,292 51.39



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   500 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,452 21,452 １株につき１個の議決権を有する 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 21,952 ― ― 

総株主の議決権 ― 21,452 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社イーウェーヴ 

大阪市中央区安土町1-8-
15 
 野村不動産大阪ビル４Ｆ

500 ― 500 2.27

計 ― 500 ― 500 2.27

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 245,000 263,000 233,000 239,000 222,000 201,000

最低(円) 160,000 172,000 183,000 206,000 188,000 176,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)より、中間連結財務諸表を作成している

ため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は記載しておりません。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに第17期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び第18期中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受

けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  741,052 552,595  

２ 受取手形及び売掛金  833,234 1,003,806  

３ たな卸資産  265,126 234,626  

４ その他  110,424 93,016  

５ 貸倒引当金  △5,986 △2,975  

流動資産合計  1,943,851 77.3 1,881,070 78.4

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１  118,769 4.7 91,574 3.8

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  165,391 31,856  

(2) その他  15,423 100,520  

無形固定資産合計  180,815 7.2 132,376 5.5

３ 投資その他の資産  270,329 10.8 296,143 12.3

固定資産合計  569,914 22.7 520,094 21.6

資産合計  2,513,765 100.0 2,401,164 100.0

     



  

  
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  390,649 428,419  

２ 短期借入金  400,000 250,000  

３ 一年以内返済予定長期 
  借入金 

 8,350 14,806  

４ 未払法人税等  52,937 53,649  

５ 賞与引当金  114,722 104,500  

６ その他  146,379 176,022  

流動負債合計  1,113,038 44.3 1,027,396 42.8

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  － 3,352  

２ 退職給付引当金  138,241 129,273  

３ 役員退職慰労引当金  18,137 17,523  

固定負債合計  156,378 6.2 150,148 6.2

負債合計  1,269,416 50.5 1,177,545 49.0

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  － － 4,590 0.2

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  458,737 18.2 457,737 19.1

Ⅱ 資本剰余金  442,707 17.6 441,707 18.4

Ⅲ 利益剰余金  419,659 16.7 400,807 16.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  5,304 0.2 836 0.0

Ⅴ 自己株式  △82,060 △3.2 △82,060 △3.4

資本合計  1,244,348 49.5 1,219,028 50.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 2,513,765 100.0 2,401,164 100.0

     



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  2,460,110 100.0 4,125,514 100.0

Ⅱ 売上原価  2,027,493 82.4 3,468,253 84.1

売上総利益  432,616 17.6 657,260 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  327,658 13.3 441,319 10.7

営業利益  104,958 4.3 215,940 5.2

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 320 316    

２ 受取配当金 306 96    

３ 受取保険事務手数料 445 917    

４ 受取保険金 1,869 917    

５ その他 1,281 4,223 0.1 407 2,655 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 2,855 8,136    

２ 新株発行費 － 9,816    

３ 持分法による投資損失 － 1,433    

４ リース解約損 490 －    

５ その他 320 3,665 0.1 2,897 22,284 0.5

経常利益  105,516 4.3 196,312 4.8

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 42,815 20,122    

２ 貸倒引当金戻入益 381 43,196 1.8 1,745 21,867 0.5

Ⅶ 特別損失     

１ 補償金 － 22,537    

２ 固定資産除売却損 ※２ 43,129 43,129 1.8 － 22,537 0.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 105,582 4.3 195,642 4.8

法人税、住民税 
及び事業税 

45,560 91,461    

法人税等調整額 △10,326 35,233 1.5 △5,699 85,761 2.1

少数株主利益  654 0.0 －  

中間(当期)純利益  69,695 2.8 109,880 2.7

     



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 441,707 199,395

   

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 増資による新株式の発行 － 230,912  

 ２ 新株予約権等の権利行使 
   による株式の発行 

999 999 11,399 242,312

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)
残高 

442,707 441,707

   

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 400,807 339,087

   

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 中間(当期)純利益 69,695 69,695 109,880 109,880

   

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 42,844 38,160  

 ２ 役員賞与 8,000 50,844 10,000 48,160

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)  
残高 

419,659 400,807

   



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  105,582 195,642

２ 減価償却費  25,400 13,647

３ 貸倒引当金の増加額または減少額(△)  3,004 △1,745

４ 賞与引当金の増加額または減少額(△)  10,222 △3,000

５ 退職給付引当金の増加額  8,967 20,564

６ 受取利息及び受取配当金  △626 △412

７ 支払利息  2,855 8,136

８ 新株発行費  － 9,816

９ 持分法による投資損失  － 1,433

10 投資有価証券売却益  △42,815 △20,122

11 固定資産除売却損  43,129 －

12 売上債権の増加額(△)または減少額  170,571 △52,501

13 たな卸資産の増加額(△)または減少額  △30,500 75,988

14 仕入債務の減少額  △37,769 △9,376

15 役員賞与の支払額  △8,000 △10,000

16 その他  △35,091 △14,601

小計  214,931 213,470

17 利息及び配当金の受取額  624 392

18 利息の支払額  △3,014 △8,547

19 法人税等の支払額  △42,023 △86,586

営業活動によるキャッシュ・フロー  170,517 118,728

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の預入による支出  △22,100 △4,203

２ 有形固定資産の取得による支出  △97,219 △3,787

３ 有形固定資産の売却による収入  22,567 －

４ 無形固定資産の取得による支出  △79,573 △105,570

５ 投資有価証券の取得による支出  △17,490 △94,695

６ 投資有価証券の売却による収入  66,174 77,012

７ 子会社株式の取得による支出 ※２ △4,590 △96,462

８ 持分法適用会社の株式取得による支出  △6,400 △4,000

９ 持分法適用会社の株式売却による収入  31,200 －

10 貸付けによる支出  △420 △7,800

11 貸付金の回収による収入  3,690 4,515

12 その他  653 14,204

投資活動によるキャッシュ・フロー  △103,508 △220,787

    
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 



Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増加額または純減少額(△)  150,000 △301,000

２ 長期借入金の返済による支出  △9,808 △91,141

３ 株式の発行による収入  2,000 474,808

４ 自己株式の取得による支出  － △82,060

５ 配当金の支払額  △42,844 △38,160

財務活動によるキャッシュ・フロー  99,348 △37,552

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額または減少額(△)  166,356 △139,611

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  532,839 672,451

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 699,196 532,839



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

  トータルシステムソリューション株式会社 

    

  

  

  

  

  

(2) 非連結子会社の数 

 該当事項はありません。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

トータルシステムソリューション株式会社 

トータルシステムソリューション株式会社は、

平成17年３月31日の株式取得に伴い、当連結会計

年度より連結子会社となりました。 

なお、期末日が連結子会社の支配獲得日とな

り、財務諸表のうち貸借対照表のみ連結しており

ます。 

(2) 非連結子会社の数 

同左 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 －社 

前連結会計年度において持分法適用会社であっ

た(株)スター・ツアーズ・ジャパンは、所有株式

の売却に伴い持分法適用会社に該当しなくなった

ため、当中間連結会計期間より持分法適用の範囲

から除外しました。 

  

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

 該当事項はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社 

 会社の名称 

 株式会社スター・ツアーズ・ジャパン 

当連結会計年度において、共同出資により

（株）スター・ツアーズ・ジャパンを関連会社と

して設立したため、持分法を適用しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

同左 

  

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一

致しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一

致しております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、 

 売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、 

 売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

       同左 

② たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

② たな卸資産 

  商品 

         同左 

  仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

          同左 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 



 ただし、平成10年４月１日以降に新規に取得

した建物(建物附属設備を除く)については定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物                    ３～34年 

その他                  ４～６年 

なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物                    ３～20年 

その他                  ４～６年 

  

  

  

② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売量に基づく償却額と、見込販売有

効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較

し、いずれか大きい額を計上しております。 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（３～５年）に基

づく定額法によっております。 

  ② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  

  

自社利用のソフトウェア 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の

うち当中間連結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の

うち当連結会計年度負担額を計上しております。 

  

③ 退職給付引当金 

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計期間末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中間連結会計期間において発

生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

連結子会社は、自己都合退職による中間期末要

支給額（中小企業退職金共済から支給される金額

を除く。）相当額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連結会計年度において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

連結子会社は、自己都合退職による期末要支

給額（中小企業退職金共済から支給される金額

を除く。）相当額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。 



  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

借入金を対象とした金利スワップ取引を採用

しております。 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効率的に行うため

にデリバティブ取引を導入しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及

び債務の評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

  

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

同左 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及

び債務の評価基準及び評価方法 

同左 

  

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からな

っております。 

  

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  

同左 

  

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

  

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

 (中間連結損益計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   33,412千円 

  

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   46,242千円 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

役員報酬         47,700千円 

給料手当        113,831 

賞与           1,026 

賞与引当金繰入額     9,367 

退職給付費用       1,572 

役員退職慰労引当金繰入額 1,322 

支払手数料        22,006 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

役員報酬         62,598千円 

給料手当        164,195 

賞与           6,639 

賞与引当金繰入額     4,749 

退職給付費用       1,491 

役員退職慰労引当金繰入額  866 

支払手数料        49,905 

  

※２ 固定資産除売却損の内訳 

建物除去損         676千円 

土地建物売却損      42,383  

工具器具及び備品除去損    69  

  

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間連結期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 741,052千円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金等 △41,856千円 

現金及び現金同等物 699,196千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 552,595千円 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金等 △19,756千円 

現金及び現金同等物 532,839千円 

  

  

  

  

  

  

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産および負債の主な内訳 

株式の取得により新たにトータルシステムソリ

ューション株式会社を連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による支出（純額）との関係は次のとおり

であります。 

（平成17年３月31日現在） 

  

流動資産 202,700千円 

固定資産 101,137千円 

連結調整勘定 4,604千円 

流動負債 △138,983千円 

固定負債 △22,544千円 

少数株主持分 △4,590千円 

トータルシステムソリューション(株) 

株式の取得価額 142,322千円 

トータルシステムソリューション(株) 

の現金及び現金同等物 △45,860千円 

トータルシステムソリューション(株) 

取得による支出 96,462千円 

    



(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額（借主側） 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資産 41,713 12,825 28,887

ソフトウェア 15,504 6,082 9,421

合計 57,217 18,908 38,309

１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額（借主側） 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資産 42,067 22,165 19,902

ソフトウェア 11,832 5,084 6,748

合計 53,900 27,249 26,651

２) 未経過リース料中間期末残高相当額 

  
  

１年内 11,955千円 

１年超 27,090千円 

合計 39,045千円 

２) 未経過リース料期末残高相当額 
  

  

１年内 10,075千円 

１年超 17,874千円 

合計 27,949千円 

３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 7,559千円 

減価償却費相当額 6,899千円 

支払利息相当額 541千円 

３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 15,594千円 

減価償却費相当額 13,489千円 

支払利息相当額 1,187千円 

４) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  

４) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

  

５) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

(当中間連結会計期間) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿

価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースの各種財務比

率の検討等により信用リスクの評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 45,605 56,857 11,252 

② 債券 － － － 

③ その他 10,119 11,662 1,542 

小計 55,725 68,520 12,794 

  
中間連結貸借対照表計上額 
(平成17年９月30日) 

その他有価証券   

① 非上場株式 2,540千円 

② 非上場外国債券 5,361千円 

合計 7,901千円 



(前連結会計年度) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価額

との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースの各種財務比率の

検討等により信用リスクの評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 46,325 80,999 34,673 

② 債券 3,075 3,097 22 

③ その他 8,242 8,059 △183 

合計 57,643 92,156 34,513 

  
連結貸借対照表計上額
(平成17年３月31日) 

その他有価証券   

① 非上場株式 2,540千円 

② 非上場外国債券 5,358千円 

合計 7,898千円 



(デリバティブ取引関係) 

  

(注) 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

区分 種類 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

契約額等 
(千円) 

契約額等の 
うち１年超 
(千円) 

時価
(千円) 

評価損益
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等の
うち１年超
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引 100,000 100,000 △1,437 △1,437 100,000 100,000 △1,852 △1,852

変動受取・固定支払       

合計 100,000 100,000 △1,437 △1,437 100,000 100,000 △1,852 △1,852



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高、営業利益の合計金額に占める「システム開発事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高、営業利益及び資産の合計金額に占める「システム開発事業」の割合がいずれも90％を

超えているため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び海外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外子会社及び海外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 58,006円18銭 １株当たり純資産額 56,532円02銭

１株当たり中間純利益 3,253円46銭 １株当たり当期純利益 4,950円93銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

3,233円81銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

4,901円15銭

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 (千円) 69,695 109,880 

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳 

    

 利益処分による役員賞与金 (千円) ― 8,000 

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― 8,000 

普通株式に係る中間(当期)純利益 (千円) 69,695 101,880 

普通株式の期中平均株式数 (株) 21,422 20,578 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純
利益の算定に用いられた普通株式増加数
の主要な内訳 

  

 新株引受権 (株) 92 209 

 新株予約権 (株) 38 ― 

普通株式増加数 (株) 130 209 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益の算定
に含まれなかった潜在株式の概要 

        

新株予約権（商法第280条ノ
20および第280条ノ21に基づ
く新株予約権） 
 株主総会の特別決議日 
 平成16年６月29日 
詳細については、１〔株式等
の状況〕(2)新株予約権等の
状況に記載のとおりでありま
す。 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、平成17年9月16日開催の取締役会において、

株式会社トータルインフォメーションエージェンシイ

(以下ＴＩＡ)の営業の一部を譲り受けることを決議

し、平成17年９月20日に営業譲渡契約書を締結しまし

た。 

営業の譲り受けに関する概要は以下のとおりであり

ます。 

１ 営業譲受の理由 
当社は全国でシステム開発やアウトソーシング

のサービスを提供しておりますが、最大のマーケ

ットである首都圏での顧客および開発技術者の獲

得は、早急の課題でありました。今回のＴＩＡか

らの営業一部譲り受けにより、この商圏への対応

の改善を図ることが可能と考えます。 
２ 営業譲受の内容 

    システム開発事業およびシステム機器販売事業

の一部 
３ 譲受価額 

    金 22,050千円 
４ 営業譲受する相手会社の概要 
(1)商号 ：  
株式会社トータルインフォメーションエージェ

ンシイ 
(2)事業概要 ：  
システム開発、パッケージソフトおよび情報処

理機器販売、保守およびメンテナンス等 
５ 営業譲受の日程 

  平成17年９月20日 営業譲渡契約書締結 

    平成17年10月 1日 営業譲受日 

  

 当社は、平成17年３月31日開催の取締役会において、

次のとおり固定資産の譲渡を決議いたしました。 

 固定資産の譲渡に関する概要は、次のとおりでありま

す。 

１ 譲渡の理由 

保有資産の効率化及び翌連結会計年度適用の減損会

計導入を考慮し、譲渡いたしました。 

２ 譲渡資産の内容 

 (1) 所在地：   東京都大田区鵜の木二丁目70番20 

 (2) 土地面積：  48.59㎡ 

 (3) 譲渡価格：  22,851千円 

 (4) 帳簿価格：  64,951千円 

 (5) 譲渡損：   42,383千円 

３ 譲渡先概要 

 (1) 商号：    有限会社麻布ビルディング 

 (2) 本店所在地： 東京都中央区銀座一丁目14番９号 

 (3) 資本額：   300万円 

 (4) 事業の内容： 不動産事業 

 (5) 当社との関係：特になし 

４ 譲渡の日程 

 (1) 契約締結日： 平成17年４月１日 

 (2) 物件引渡し： 平成17年４月１日 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,074,600   646,592 506,735   

２ 受取手形   24,971   40,702 56,703   

３ 売掛金   639,828   673,673 837,665   

４ たな卸資産   282,848   250,684 193,598   

５ その他   84,458   93,236 85,570   

貸倒引当金   △1,424   △1,531 △1,905   

流動資産合計    2,105,284 86.9 1,703,357 72.7   1,678,369 75.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 71,451   109,385 81,480   

２ 無形固定資産          

  (1)ソフトウェア   ―   165,362 31,737   

  (2)その他   80,539   11,934 95,916   

   無形固定資産合計   80,539   177,297 127,653   

３ 投資その他の資産          

１) 投資有価証券   29,710   211,268 207,192   

２) その他   142,906   150,804 150,066   

貸倒引当金   △8,276   △8,276 △8,283   

投資その他の資産 
合計   164,340   353,796 348,974   

固定資産合計    316,331 13.1 640,479 27.3   558,109 24.9

資産合計    2,421,616 100.0 2,343,837 100.0   2,236,479 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   295,518   316,446 370,269   

２ 短期借入金   451,000   400,000 250,000   

３ 一年以内返済予定 
長期借入金   43,506   8,350 14,806   

４ 未払法人税等   50,927   52,835 53,598   

５ 賞与引当金   102,000   105,722 97,000   

６ その他   109,792   106,576 102,739   

流動負債合計    1,052,744 43.5 989,930 42.2   888,413 39.7

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   8,350   － 3,352   

２ 退職給付引当金   100,760   114,555 106,728   

３ 役員退職慰労引当金   16,473   18,137 17,523   

固定負債合計    125,583 5.2 132,692 5.7   127,603 5.7

負債合計    1,178,328 48.7 1,122,622 47.9   1,016,016 45.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    457,737 18.9 458,737 19.6   457,737 20.5

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   441,707   442,707 441,407   

資本剰余金合計    441,707 18.2 442,707 18.9   441,707 19.8

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   8,680   8,680 8,680   

２ 任意積立金   270,599   330,432 270,599   

３ 中間(当期) 
未処分利益   65,407   61,379 122,960   

利益剰余金合計    344,687 14.2 400,491 17.1   402,240 18.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    △844 △0.0 1,338 0.0   836 0.0

Ⅴ 自己株式    － － △82,060 △3.5   △82,060 △3.7

資本合計    1,243,287 51.3 1,221,214 52.1   1,220,462 54.6

負債及び資本合計    2,421,616 100.0 2,343,837 100.0   2,236,479 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    1,932,763 100.0 2,094,979 100.0   4,125,514 100.0

Ⅱ 売上原価    1,602,234 82.9 1,733,557 82.7   3,468,253 84.1

売上総利益    330,529 17.1 361,422 17.3   657,260 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    222,941 11.5 254,775 12.2   441,319 10.7

営業利益    107,588 5.6 106,646 5.1   215,940 5.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,840 0.1 4,094 0.2   2,655 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  16,504 0.9 3,615 0.2   20,851 0.5

経常利益    92,924 4.8 107,125 5.1   197,745 4.8

Ⅵ 特別利益 ※４  18,296 0.9 22,951 1.1   21,867 0.5

Ⅶ 特別損失 ※５  18,213 0.9 43,129 2.1   22,537 0.5

税引前中間(当期) 
純利益    93,007 4.8 86,947 4.1   197,075 4.8

法人税、住民税 
及び事業税   44,111   45,448 91,461   

法人税等調整額   △4,864 39,247 2.0 △7,596 37,852 1.8 △5,699 85,761 2.1

中間(当期)純利益    53,759 2.8 49,094 2.3   111,313 2.7

前期繰越利益    11,647 12,284   11,647 

中間(当期)未処分 
利益    65,407 61,379   122,960 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間および前事業年度のキャッシュ・フロー

計算書は記載しておりません。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税引前中間純利益 93,007 

２ 減価償却費 5,269 

３ 貸倒引当金の減少額 △2,233 

４ 賞与引当金の増加額 2,000 

５ 退職給付引当金の増加額 14,597 

６ 受取利息及び受取配当金 △205 

７ 支払利息 5,465 

８ 新株発行費 9,209 

９ 投資有価証券売却益 △16,063 

10 売上債権の減少額 177,066 

11 たな卸資産の増加額 △13,261 

12 仕入債務の減少額 △84,127 

13 役員賞与 △10,000 

14 その他 13,445 

小計 194,172 

15 利息及び配当金の受取額 192 

16 利息の支払額 △5,034 

17 法人税等の支払額 △41,917 

営業活動によるキャッシュ・フロー 147,412 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の預入による支出 △2,100 

２ 有形固定資産の取得による支出 △1,531 

３ 無形固定資産の取得による支出 △68,270 

４ 投資有価証券の取得による支出 △44,319 

５ 投資有価証券の売却による収入 50,917 

６ 貸付けによる支出 △2,000 

７ 貸付金の回収による収入 2,235 

８ その他 17,244 

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,825 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純減少額 △100,000 

２ 長期借入金の返済による支出 △57,443 

３ 株式の発行による収入 480,037 

４ 配当金の支払額 △37,684 

財務活動によるキャッシュ・フロー 284,909 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 384,496 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 672,451 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 1,056,947 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① ――― 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

    移動平均法による原価法を

採用しております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株 

   式 

    移動平均法による原価法を

採用しております。 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)を採用しております。 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法を

採用しております。 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 仕掛品 

    個別法による原価法を採用

しております。 

 (2) たな卸資産 

  ① 仕掛品 

同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 仕掛品 

同左 

  ② 貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

  ② 商品 

    総平均法による原価法 

  ② 貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価 

 法を採用しております。 

    ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価 

   法を採用しております。 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３～20年

工具、器具 
及び備品 

４～６年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に新規に取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３～34年

工具、器具
及び備品 

４～６年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３～20年

工具、器具
及び備品 

４～６年



  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 無形固定資産 

  ① 市場販売目的のソフトウェ

ア 

    見込販売収益に基づく償却

額と、見込販売有効期間(３

年)に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい額を計

上しております。 

 (2) 無形固定資産 

  ① 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  ① 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

  ② 自社利用のソフトウェア 

    社内における利用可能期間

(３～５年)による定額法を採

用しております。 

  ② 自社利用のソフトウェア 

同左 

  ② 自社利用のソフトウェア 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却によっております。 

   なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権及び貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

  

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

  

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   借入金を対象とした金利スワ

ップ取引を利用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

――― ――― 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の処理方法 

   税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の処理方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の処理方法 

同左 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法 

   時価法によっております。 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法 

同左 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

            

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

            

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

                

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において固定資産の「無形固定資

産」に含めておりました「ソフトウェア」(前中間会計

期間11,363千円)は、金額的重要性が増したため、当中

間会計期間においては区分掲記しております。なお、

前中間会計期間の「ソフトウェア」11,363千円は「無

形固定資産」の「その他」に含めて記載しておりま

す。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「無形固

定資産の取得による支出」（前中間会計期間317千円、

前事業年度317千円）は、金額的重要性が増したため、

当中間会計期間においては区分掲記しております。 

  

                



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

34,086千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

20,172千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

33,712千円 

 ２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 ２ 消費税等の取扱い 

同左 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 136千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 320千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 316千円

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 5,465千円

新株発行費 9,209千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,804千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 8,136千円

新株発行費 9,816千円

 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,471千円

無形固定資産 3,798千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,647千円

無形固定資産 19,392千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,093千円

無形固定資産 10,553千円

 

※４ 特別利益の主要項目 

   投資有価証券売却益 

           16,063千円 

※４ 特別利益の主要項目 

   投資有価証券売却益 

           22,570千円 

※４ 特別利益の主要項目 

   投資有価証券売却益 

           20,122千円 

  

※５ 特別損失の主要項目 

   補償金     18,213千円 

  

※５ 特別損失の主要項目 

   土地建物売却損 42,383千円 

   建物除却損     676千円 

   工具器具及び備品除却損 

             69千円 

※５ 特別損失の主要項目 

   補償金     22,537千円 



  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間および前事業年度のキャッシュ・フロー

計算書は記載しておりません。 

  

  

 (リース取引関係) 

  

 (有価証券関係) 

    前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、以下の２及び３については前中間会計期間末のみ記載して

おります。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 1,074,600千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △17,652千円 

現金及び現金同等物 1,056,947千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産 33,646 17,175 16,471

無形固定 
資産 (そ
の他) 

9,591 3,676 5,914

合計 43,237 20,851 22,386

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産 34,618 9,278 25,340

ソフトウ
ェア 15,504 6,082 9,421

合計 50,122 15,360 34,761

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 27,215 11,957 15,257 

ソフトウ
ェア 11,832 5,084 6,748 

合計 39,048 17,041 22,006 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 8,487千円

１年超 14,553千円

合計 23,041千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 10,161千円

１年超 25,252千円

合計 35,414千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 7,483千円

１年超 15,134千円

合計 22,618千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,538千円

減価償却費相当額 5,042千円

支払利息相当額 535千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,805千円

減価償却費相当額 5,366千円

支払利息相当額 485千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,084千円

減価償却費相当額 11,064千円

支払利息相当額 1,016千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

      該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

      該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

区分 
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

①株式 9,429 8,797 △632 

②債券 3,000 3,000 ― 

③その他 8,242 7,457 △785 

計 20,672 19,255 △1,417 

区分 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

① 非上場株式 10,455 

② 証券投資信託の受益証券 ― 

計 10,455 



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間末のみ記載しております。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(持分法損益等) 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間のみ記載しております。 

  

  

区分 種類 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

契約額等
(千円) 

契約額等のうち
１年超(千円) 

時価
(千円) 

評価損益 
(千円) 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 
変動受取・固定支払 

100,000 100,000 △1,791 △1,791

合計 100,000 100,000 △1,791 △1,791

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

(注) 平成16年９月27日に関連会社である関西データサイエンス株式会社株式を譲

渡した結果、当社の持株比率は低下し、関連会社ではなくなりました。 

関連会社に対する投資の金額 ―千円

持分法を適用した場合の投資金額 ―千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 5,847千円



(１株当たり情報) 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間のみ記載しております。 

  

  

  

 (注) １株当たり中間純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

１株当たり純資産額 56,714円14銭

１株当たり中間純利益 2,763円87銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 2,717円62銭

  

 当社は、平成16年5月20日付で普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割(無償

交付)を実施いたしました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における前事業年度の(１株当たり情

報)の各数値は以下のとおりであります。 

  

 また、前期首に当該株式分割及び平成15年12月１日付の株式分割が行われたと仮定した

場合における前中間会計期間の(１株当たり情報)の各数値は以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 39,029円54銭

１株当たり当期純利益 7,967円91銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 7,728円80銭

１株当たり純資産額 40,221円66銭

１株当たり中間純利益 3,048円17銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ―

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

中間純利益 (千円) 53,759

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

（うち利益処分による役員賞与金） (―)

普通株式に係る中間純利益 (千円) 53,759

期中平均株式数 (株) 19,451

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳 

 新株引受権 (株) 331

 新株予約権 (株) ―

普通株式増加数 (株) 331

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり中
間純利益算定に含まれなかった潜在株式の概要      



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、平成17年9月16日開催の取締役会において、株式会社トータルインフォメーションエージェンシイ

（以下ＴＩＡ）の営業の一部を譲り受けることを決議し、平成17年９月20日に営業譲渡契約書を締結しまし

た。 

 営業の譲り受けに関する概要は以下のとおりであります。 

 １ 営業譲受の理由 

 当社は全国でシステム開発やアウトソーシングのサービスを提供しておりますが、最大のマーケットであ

る首都圏での顧客および開発技術者の獲得は、早急の課題でありました。今回のＴＩＡからの営業一部譲り

受けにより、この商圏への対応の改善を図ることが可能と考えております。 

 ２ 営業譲受の内容 

      システム開発事業およびシステム機器販売事業の一部 

 ３ 譲受価額 

      金 22,050千円 

 ４ 営業譲受する相手会社の概要 

(1) 商号： 

    株式会社トータルインフォメーションエージェンシイ 

(2) 事業概要： 

    システム開発、パッケージソフトおよび情報処理機器販売、保守およびメンテナンス等 

 ５ 営業譲受の日程 

    平成17年 9月20日   営業譲渡契約書締結 

    平成17年10月 1日   営業譲受日 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 当社は、平成17年３月31日開催の取締役会において、次のとおり固定資産の譲渡を決議いた 

しました。 

  固定資産の譲渡に関する概要は、次のとおりであります。 

 １ 譲渡の理由 

  保有資産の効率化及び翌事業年度適用の減損会計導入を考慮し、譲渡いたしました。 

 ２ 譲渡資産の内容 

 (1) 所在地：    東京都大田区鵜の木二丁目70番20 

 (2) 土地面積：   48.59㎡ 

 (3) 譲渡価格：   22,851千円 

 (4) 帳簿価格：   64,951千円 

 (5) 譲渡損：    42,383千円 

  

  

  

 ３ 譲渡先概要 

 (1) 商号：     有限会社麻布ビルディング 

 (2) 本店所在地：  東京都中央区銀座一丁目14番９号 

 (3) 資本額：    300万円 

 (4) 事業の内容：  不動産事業 

 (5) 当社との関係： 特になし 



 ４ 譲渡の日程 

 (1) 契約締結日：  平成17年４月１日 

 (2) 物件引渡し：  平成17年４月１日 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 自己株券買付状況報 
告書 

報告期間 
  

自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年４月４日 
近畿財務局長に提出。 

            
(2) 自己株券買付状況報 

告書 
報告期間 
  

自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  平成17年５月２日 
近畿財務局長に提出。 

            
(3) 自己株券買付状況報 

告書 
報告期間 
  

自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  平成17年６月10日 
近畿財務局長に提出。 

            
(4) 有価証券報告書 

及びその添付書類 
事業年度 
(第17期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。 

            
(5) 自己株券買付状況報 

告書 
報告期間 自 平成17年６月１日 

至 平成17年６月29日 
  平成17年８月５日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 イーウェーヴ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イーウェーヴの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社イーウェーヴ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月13日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  大  西  寛  文  ㊞ 

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 イーウェーヴ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イーウェーヴの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第17期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社イーウェーヴの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成16年12月15日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  大  西  寛  文  ㊞ 

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 イーウェーヴ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イーウェーヴの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第18期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社イーウェーヴの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月13日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  大  西  寛  文  ㊞ 

指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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